
 

インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律（平成１５

年法律第８３号） 
（事業の停止等） 

第十四条 インターネット異性紹介事業者がその行うインターネット異性紹介事業に関し第

八条第二号に規定する罪（この法律に規定する罪にあっては、第三十一条の罪及び同条の罪

に係る第三十五条の罪を除く。）その他児童の健全な育成に障害を及ぼす罪で政令で定める

ものに当たる行為をしたと認めるときは、当該行為が行われた時における当該インターネッ

ト異性紹介事業者の事務所の所在地を管轄する公安委員会は、当該インターネット異性紹介

事業者に対し、六月を超えない範囲内で期間を定めて、当該インターネット異性紹介事業の

全部又は一部の停止を命ずることができる。 
２ （略） 

（処分移送通知） 
第十五条 公安委員会は、インターネット異性紹介事業者に対し第十三条の規定による指示又

は前条第一項の規定による命令をしようとする場合において、当該インターネット異性紹介

事業者がその事務所を他の公安委員会の管轄区域内に変更していたときは、当該処分に係る

事案に関する弁明の機会の付与又は聴聞を終了している場合を除き、速やかに、現に当該イ

ンターネット異性紹介事業者の事務所の所在地を管轄する公安委員会に国家公安委員会規

則で定める処分移送通知書を送付しなければならない。 
２ 前項（次項において準用する場合を含む。）の規定により処分移送通知書が送付されたと

きは、当該処分移送通知書の送付を受けた公安委員会は、次の各号に掲げる場合の区分に従

い、それぞれ当該各号に定める処分をすることができるものとし、当該処分移送通知書を送

付した公安委員会は、第十三条及び前条第一項の規定にかかわらず、当該事案について、こ

れらの規定による処分をすることができないものとする。 
一 （略） 
二 当該インターネット異性紹介事業者がその行うインターネット異性紹介事業に関し前

条第一項に規定する行為をしたと認めるとき 六月を超えない範囲内で期間を定めて、当

該インターネット異性紹介事業の全部又は一部の停止を命ずること。 
３ （略） 
 
 
インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律施行令（平

成２０年政令第３４６号） 
（児童の健全な育成に障害を及ぼす罪） 

第一条 インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律

（次条において「法」という。）第十四条第一項の政令で定める罪は、次に掲げるものとす

る。 
一から七まで （略） 
八 職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号）第六十三号第一号に規定する罪（児童で

ある求職者に対して暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束する手段に

よつて行われる職業紹介、児童に対する労働者の募集又は児童である労働者を対象とする

労働者の供給に係るものに限る。）、同条第二号に規定する罪（児童である求職者に対す



 

る職業紹介、児童に対する労働者の募集、児童に対する労働者の募集に関する情報若しく

は労働者になろうとする児童に関する情報を対象とする募集情報等提供又は児童である

労働者を対象とする労働者の供給に係るものに限る。）又はこれらの罪に係る同法第六十

七条に規定する罪 
九から二十三 （略） 
二十四 特定複合観光施設区域整備法（平成三十年法律第八十号）第二百三十七条第一項第

六号（同法第六十九条に係る部分に限る。）に規定する罪（児童をカジノ施設に入場させ、

又は滞在させる行為に係るものに限る。） 
二十五 性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するために性行為映像制作

物への出演に係る被害の防止を図り及び出演者の九歳にしするための出演契約等に関す

る特則等に関する法律（令和四年法律第七十八号）第二十条に規定する罪（これらの罪に

当たる行為が児童である出演者に対してされた場合における当該行為に係る者に限る。）

又はこれらの罪に係る同法第二十二条第一項に規定する罪 
 二十六 （略） 
 
 
職業安定法（昭和２２年法律第１４１号） 

第五章 罰則 
第六十三条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者は、これを一年以

上十年以下の懲役又は二十万円以上三百万円以下の罰金に処する。 

一 暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束する手段によつて、職業紹介、

労働者の募集若しくは労働者の供給を行い、又はこれらに従事したとき。 

二 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的で、職業紹介、労働者の募集、募集

情報等提供若しくは労働者の供給を行い、又はこれらに従事したとき。 

 
 
特定複合観光施設区域整備法（平成３０年法律第８０号） 

（入場規制） 
第六十九条 カジノ事業者は、政令で定める場合を除き、次に掲げる者をカジノ施設に入場さ

せ、又は滞在させてはならない。 
一 二十歳未満の者 
二 第四十一条第二項第二号イ（８）に掲げる者 
三 第百八十一条第一項又は第二項の規定に違反して、入場料（第百七十六条第一項に規定

する入場料をいう。次号において同じ。）又は認定都道府県等入場料（第百七十七条第一

項に規定する認定都道府県等入場料をいう。）を納付しない者 
四 本邦内に住居を有しない外国人以外の者であって、カジノ施設に入場し、又は滞在しよ

うとする日（次号において「入場等基準日」という。）から起算して過去七日間において

第百七十六条第一項の規定により入場料を賦課されてカジノ行為区画（入場し、又は滞在

しようとするカジノ施設以外のカジノ施設のカジノ行為区画を含む。）に入場した回数及

び同条第三項の規定により入場料を再賦課され、又は同条第五項の規定により入場料を

再々賦課された回数（同号及び次条第一項において「入場等回数」という。）が既に三回
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に達しているもの（直近の賦課入場時（第百七十六条第一項の規定により賦課された入場

料の納付後初めてカジノ行為区画に入場した時をいう。）、再賦課基準時（同条第二項に

規定する再賦課基準時をいう。）又は再々賦課基準時（同条第四項に規定する再々賦課基

準時をいう。）（同号において「賦課入場時等」という。）からそれぞれ二十四時間を経

過するまでの間にある者を除く。） 
五 本邦内に住居を有しない外国人以外の者であって、入場等基準日から起算して過去二十

八日間における入場等回数が既に十回に達しているもの（直近の賦課入場時等からそれぞ

れ二十四時間を経過するまでの間にある者を除く。） 
 

第二百三十七条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者は、三年以下

の懲役若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 
一から五まで （略） 
六 第六十九条の規定に違反して、同条各号に掲げる者をカジノ施設に入場させ、若しくは

滞在させたとき、又は第七十三条第一項の規定に違反して、第百七十四条第二項の規定に

よりカジノ行為を行ってはならないこととされている者にカジノ行為を行わせたとき。 
七から二十四まで （略） 

２及び３ （略） 
 
 
性をめぐる個人の尊厳が重んぜられる社会の形成に資するために性行為映像制作物への出演

に係る被害の防止を図り及び出演者の救済に資するための出演契約等に関する特則等に関す

る法律（令和４年法律第７８号） 
（出演契約に係る説明義務） 

第五条 制作公表者は、出演者との間で出演契約を締結しようとするときは、あらかじめ、そ

の出演者に対し、前条第三項に規定する事項（同項各号に掲げる事項については、当該制作

公表者に係る部分に関する事項に限る。次条及び第二十一条第二号において「出演契約事項」

という。）について出演契約書等の案を示して説明するとともに、次に掲げる事項について

これらの事項を記載し又は記録した書面又は電磁的記録（以下「説明書面等」という。）を

交付し又は提供して説明しなければならない。 
一 第七条から第十六条までに規定する事項 

 二から五まで （略） 
２及び３ （略） 

（出演契約書等の交付等義務） 
第六条 制作公表者は、出演者との間で出演契約を締結したときは、速やかに、当該出演者に

対し、出演契約事項が記載され又は記録された出演契約書等を交付し、又は提供しなければ

ならない。 
第六条 制作公表者は、出演者との間で出演契約を締結したときは、速やかに、当該出演者に

対し、出演契約事項が記載され又は記録された出演契約書等を交付し、又は提供しなければ

ならない。 
（性行為映像制作物の撮影） 

第七条 出演者の性行為映像制作物への出演に係る撮影は、当該出演者が出演契約書等の交付



 

若しくは提供を受けた日又は説明書面等の交付若しくは提供を受けた日のいずれか遅い日

から一月を経過した後でなければ、行ってはならない。 
２ 出演者の性行為映像制作物への出演に係る撮影において、出演者は、出演契約において定

められている性行為に係る姿態の撮影であっても、その全部又は一部を拒絶することができ

る。これによって制作公表者又は第三者に損害が生じたときであっても、当該出演者は、そ

の賠償の責任を負わない。 
３ 出演者の性行為映像制作物への出演に係る撮影に当たっては、出演者の健康の保護（生殖

機能の保護を含む。）その他の安全及び衛生並びに出演者が性行為に係る姿態の撮影を拒絶

することができるようにすることその他その債務の履行の任意性が確保されるよう、特に配

慮して必要な措置を講じなければならない。 
４ いかなる名称によるかを問わず、出演者の性行為映像制作物への出演に係る撮影に密接に

関連する出演者の撮影（私事性的画像記録の提供等による被害の防止に関する法律（平成二

十六年法律第百二十六号）第二条第一項各号のいずれかに掲げる人の姿態の撮影に限る。）

は、出演者の性行為映像制作物への出演に係る撮影とみなして前三項の規定を適用する。こ

の場合において、前二項中「性行為に係る姿態」とあるのは、「私事性的画像記録の提供等

による被害の防止に関する法律第二条第一項各号のいずれかに掲げる人の姿態」とする。 
（撮影された映像の確認） 

第八条 制作公表者は、性行為映像制作物の公表が行われるまでの間に、出演者に対し、出演

契約に基づいて撮影された映像のうち当該出演者の性行為映像制作物への出演に係る映像

であって公表を行うもの（当該制作公表者が当該公表に関する権原を有するものに限る。）

を確認する機会を与えなければならない。 
（性行為映像制作物の公表の制限） 

第九条 性行為映像制作物の公表は、当該性行為映像制作物に係る全ての撮影が終了した日か

ら四月を経過した後でなければ、行ってはならない。 
第三節 無効、取消し及び解除等に関する特則 

（出演契約等の条項の無効） 
第十条 性行為映像制作物を特定しないで、出演者に契約の相手方その他の者が指定する性行

為映像制作物への出演をする義務を課す契約の条項は、無効とする。 
２ 次に掲げる出演契約の条項は、無効とする。 

一 出演者の債務不履行について損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項 
二 制作公表者の債務不履行により出演者に生じた損害を賠償する責任の全部若しくは一

部を免除し、又は制作公表者にその責任の有無若しくは限度を決定する権限を付与する条

項 
三 制作公表者の債務の履行に際してされたその制作公表者の不法行為により出演者に生

じた損害を賠償する責任の全部若しくは一部を免除し、又は制作公表者にその責任の有無

若しくは限度を決定する権限を付与する条項 
四 出演者の権利を制限し又はその義務を加重する条項であって、民法第一条第二項に規定

する基本原則に反して出演者の利益を一方的に害するものと認められるもの 
（出演契約の取消し） 

第十一条 制作公表者が第五条第一項又は第六条の規定に違反したときは、出演者は、その出

演者の性行為映像制作物への出演に係る出演契約の申込み又はその承諾の意思表示を取り



 

消すことができる。制作公表従事者が第五条第三項の規定に違反したときも、同様とする。 
（出演契約の法定義務違反による解除） 

第十二条 次に掲げるときは、出演者は、民法第五百四十一条の催告をすることなく、直ちに

その出演者の性行為映像制作物への出演に係る出演契約の解除をすることができる。 
一 第七条第一項又は第三項の規定に違反して、その出演者の性行為映像制作物への出演に

係る撮影（同条第四項の規定により出演者の性行為映像制作物への出演に係る撮影とみな

される撮影を含む。）が行われたとき。 
二 第八条の規定に違反して、その出演者に対し、撮影された映像のうち当該出演者の性行

為映像制作物への出演に係る映像であって公表を行うものを確認する機会を与えること

なく、性行為映像制作物の公表が行われたとき。 
三 第九条の規定に違反して、同条の期間を経過する前に性行為映像制作物の公表が行われ

たとき。 
２ 前項の解除があった場合においては、制作公表者は、当該解除に伴う損害賠償を請求する

ことができない。 
（出演契約の任意解除等） 

第十三条 出演者は、任意に、書面又は電磁的記録により、その出演者の性行為映像制作物へ

の出演に係る出演契約の申込みの撤回又は当該出演契約の解除（以下この条において「出演

契約の任意解除等」という。）をすることができる。ただし、当該出演者に係る性行為映像

制作物の公表が行われた日から一年を経過したとき（出演者が、制作公表者若しくは制作公

表従事者が第五項の規定に違反して出演契約の任意解除等に関する事項につき不実のこと

を告げる行為をしたことによりその告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は制作公

表者若しくは制作公表従事者が第六項の規定に違反して威迫したことにより困惑し、これら

によって当該期間を経過するまでにその出演契約の任意解除等をしなかった場合には、当該

出演者が、当該制作公表者又は制作公表従事者が内閣府令で定めるところによりその出演契

約の任意解除等をすることができる旨を記載して交付した書面を受領した日から一年を経

過したとき）は、この限りでない。 
２ 出演契約の任意解除等は、出演契約の任意解除等に係る書面又は電磁的記録による通知を

発した時に、その効力を生ずる。 
３ 出演契約の任意解除等があった場合においては、制作公表者は、当該出演契約の任意解除

等に伴う損害賠償を請求することができない。 
４ 前三項の規定に反する特約で出演者に不利なものは、無効とする。 
５ 制作公表者及び制作公表従事者は、出演契約の任意解除等を妨げるため、出演者に対し、

出演契約の任意解除等に関する事項（第一項から第三項までの規定に関する事項を含む。）

その他その出演契約に関する事項であって出演者の判断に影響を及ぼすこととなる重要な

ものにつき、不実のことを告げる行為をしてはならない。 
６ 制作公表者及び制作公表従事者は、出演契約の任意解除等を妨げるため、出演者を威迫し

て困惑させてはならない。 
（解除の効果） 

第十四条 出演契約が解除されたときは、各当事者は、その相手方を原状に復させる義務を負

う。 
第四節 差止請求権 



 

第十五条 出演者は、出演契約に基づくことなく性行為映像制作物の制作公表が行われたとき

又は出演契約の取消し若しくは解除をしたときは、当該性行為映像制作物の制作公表を行い

又は行うおそれがある者に対し、当該制作公表の停止又は予防を請求することができる。 
２ 出演者は、前項の規定による請求をするに際し、その制作公表の停止又は予防に必要な措

置を請求することができる。 
３ 制作公表者は、出演者が第一項の規定による請求をしようとするときは、当該出演者に対

し、その性行為映像制作物の制作公表を行い又は行うおそれがある者に関する情報の提供、

当該者に対する制作公表の停止又は予防に関する通知その他必要な協力を行わなければな

らない。 
第三章 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関す

る法律の特例 
第十六条 特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法

律第三条第二項及び第四条（第一号に係る部分に限る。）並びに私事性的画像記録の提供等

による被害の防止に関する法律第四条の場合のほか、特定電気通信役務提供者（特定電気通

信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律第二条第三号の特

定電気通信役務提供者をいう。第一号及び第二号において同じ。）は、特定電気通信（同法

第二条第一号の特定電気通信をいう。第一号において同じ。）による情報の送信を防止する

措置を講じた場合において、当該措置により送信を防止された情報の発信者（同法第二条第

四号の発信者をいう。第二号及び第三号において同じ。）に生じた損害については、当該措

置が当該情報の不特定の者に対する送信を防止するために必要な限度において行われたも

のである場合であって、次の各号のいずれにも該当するときは、賠償の責めに任じない。 
一 特定電気通信による情報であって性行為映像制作物に係るものの流通によって自己の

権利を侵害されたとする者（当該性行為映像制作物の出演者に限る。）から、当該権利を

侵害したとする情報（以下この号及び次号において「性行為映像制作物侵害情報」という。）、

当該権利が侵害された旨、当該権利が侵害されたとする理由及び当該性行為映像制作物侵

害情報が性行為映像制作物に係るものである旨（同号において「性行為映像制作物侵害情

報等」という。）を示して当該特定電気通信役務提供者に対し性行為映像制作物侵害情報

の送信を防止する措置（同号及び第三号において「性行為映像制作物侵害情報送信防止措

置」という。）を講ずるよう申出があったとき。 
二 当該特定電気通信役務提供者が、当該性行為映像制作物侵害情報の発信者に対し当該性

行為映像制作物侵害情報等を示して当該性行為映像制作物侵害情報送信防止措置を講ず

ることに同意するかどうかを照会したとき。 
三 当該発信者が当該照会を受けた日から二日を経過しても当該発信者から当該性行為映

像制作物侵害情報送信防止措置を講ずることに同意しない旨の申出がなかったとき。 
第四章 相談体制の整備等 

（相談体制の整備） 
第十七条 国は、性行為映像制作物への出演に係る勧誘、出演契約等の締結及びその履行等、

性行為映像制作物の制作公表の各段階において、出演者の個人としての人格を尊重し、あわ

せてその心身の健康及び私生活の平穏その他の利益を保護し、もってその性をめぐる個人の

尊厳が重んぜられるようにする観点から、性行為映像制作物への出演に係る被害の発生及び

拡大の防止を図り、並びにその被害を受けた出演者の救済に資するとともに、その被害の背



 

景にある貧困、性犯罪及び性暴力等の問題の根本的な解決に資するよう、出演者その他の者

からの相談に応じ、その心身の状態及び生活の状況その他の事情を勘案して適切に対応する

ために必要な体制を整備するものとする。 
２ 都道府県は、その地域の実情を踏まえつつ、前項の国の体制の整備に準じた体制の整備を

するよう努めるものとする。 
 
第二十条 第十三条第五項又は第六項の規定に違反したときは、その違反行為をした者は、三

年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 
第二十一条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした者は、六月以下の懲

役若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 
一 第五条第一項の規定に違反して、説明書面等を交付せず若しくは提供せず、又は同項各

号に掲げる事項が記載され若しくは記録されていない説明書面等若しくは虚偽の記載若

しくは記録のある説明書面等を交付し若しくは提供したとき。 
二 第六条の規定に違反して、出演契約書等を交付せず若しくは提供せず、又は出演契約事

項が記載され若しくは記録されていない出演契約書等若しくは虚偽の記載若しくは記録

のある出演契約書等を交付し若しくは提供したとき。 
第二十二条 法人の代表者若しくは管理人又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業

者が、その法人又は人の業務に関し、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為

者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰

金刑を科する。 
一 第二十条 一億円以下の罰金刑 
二 前条 同条の罰金刑 

 ２ （略） 
 
 


